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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第６期

第２四半期連結
累計期間

第７期
第２四半期連結
累計期間

第６期

会計期間

自平成24年
４月１日
至平成24年
９月30日

自平成25年
４月１日
至平成25年
９月30日

自平成24年
４月１日
至平成25年
３月31日

売上高（千円） 14,224,958 14,553,836 27,854,410

経常利益（千円） 461,254 567,493 1,388,658

四半期(当期）純利益（千円） 304,240 224,564 922,860

四半期包括利益又は包括利益

（千円）
303,654 232,759 924,019

純資産額（千円） 2,458,890 2,428,901 2,710,501

総資産額（千円） 9,034,040 10,610,952 9,505,220

１株当たり四半期（当期）純利益

（円）
7.21 5.76 22.63

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益（円）
― ― ―

自己資本比率（％） 27.2 22.5 28.5

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
475,187 △116,952 915,694

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△290,616 △54,011 △447,449

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△143,853 753,639 △220,693

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
2,284,009 3,202,700 2,490,682

　

回次
第６期

第２四半期連結
会計期間

第７期
第２四半期連結
会計期間

会計期間

自平成24年
７月１日
至平成24年
９月30日

自平成25年
７月１日
至平成25年
９月30日

１株当たり四半期純利益（円） 3.18 4.57

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。　

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

４．当社は、平成25年７月１日付で普通株式１株につき普通株式200株の割合で株式分割を行っておりま

す。　　　　

　　　　　　第６期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期（当期）純利益金額を算定しておりま

　　　　　　す。
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２【事業の内容】

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。なお、前連結会計年度において非連結子会社であったＵＴコンストラクション・ネットワーク株

式会社、ＵＴキャリア株式会社、ＵＴリヴァイブ株式会社は重要性が増したため、連結の範囲に含めておりま

す。　

　また、平成25年７月１日にパナソニック　バッテリーエンジニアリング株式会社の発行済株式の81％を取得し子

会社化しました。なお、同社の社名を同日付けで「ＵＴパベック株式会社」に変更しました。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクの発生、又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。　

　　

２【経営上の重要な契約等】

 　　　当第２四半期連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約は以下のとおりであります。

　　 コミットメントライン契約の締結

　　　 当社の連結子会社であるＵＴエイム株式会社は、資金調達の機動性及び安定性の向上を図ることを目的に、平成

　　 24年９月27日付で株式会社みずほ銀行など７行と融資枠2,000百万円の貸出コミットメントライン契約をシンジケ

　　 ーション方式により締結しておりましたが、平成25年9月26日付でこれを解約し、新たに、同日付で株式会社みず

    ほ銀行など７行と融資枠2,000百万円の貸出コミットメントライン契約をシンジケーション方式により締結してお

    ります。　

　　

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

 

(1) 業績の状況

 当第２四半期連結累計期間（平成25年４月１日～平成25年９月30日）における我が国経済は各種経済政策への期待

と円安基調により明るい兆しが見られました。景気の先行きに関しましては、経済政策の効果を背景に回復へ向かう

ことが引き続き期待されます。

　このような状況の下、当社グループは労働者派遣法の規制緩和の流れなどのニーズ増加に対応し、既存顧客のシェ

ア拡大、正社員派遣事業の領域拡大に取り組んでまいりました。その結果、稼動数は過去最高の7,655名に達しまし

た。また、収益性の低い事業所の統廃合実施により、売上総利益率は平成26年３月期第１四半期の14.8％から18.1％

へ改善致しました。

　以上の結果、当第２四半期連結累計期間の売上高14,553百万円（前年同期14,224百万円、2.3％の増収）、営業利

益606百万円（前年同期523百万円、16.0％の増益）、経常利益567百万円（前年同期461百万円、23.0％の増益）、四

半期純利益224百万円（前年同期304百万円、26.2％の減益）となりました。

 

(2) キャッシュ・フローの状況

　　当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末より712百万円増加し、3,202百万

円となりました。当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの増減要因は、以下

のとおりであります。

 

(営業活動によるキャッシュ・フロー）

　　　 営業活動の結果使用した資金は、116百万円（前年同四半期は475百万円の獲得）となりました。

　これは主に、税金等調整前四半期純利益376百万円が計上されたものの、預り金の減少額310百万円及び未払消

費税等の減少額239百万円が計上されたことによるものであります。

 

(投資活動によるキャッシュ・フロー）

　　 投資活動の結果使用した資金は、54百万円（前年同四半期は290百万円の使用）となりました。

　これは主に、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による収入225百万円が計上されたものの、貸付けによ

る支出180百万円、子会社株式の取得による支出80百万円が計上されたことによるものであります。

 

(財務活動によるキャッシュ・フロー）

　　 財務活動の結果獲得した資金は、753百万円（前年同四半期は143百万円の使用）となりました。

 これは主に、長期借入れによる収入728百万円が計上されたことによるものであります。
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(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4) 研究開発活動

　該当事項はありません。

　

(5) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営成績の現状と見通し

 当第２四半期連結累計期間において、経営成績に重要な影響を与える要因及び経営成績の現状と見通しについて重

要な変更はありません。

　　

(6) 経営者の問題認識と今後の方針について

　　当第２四半期連結累計期間において、経営者の問題認識と今後の方針について重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 160,000,000

計 160,000,000

 　　　

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成25年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成25年11月11日)

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 39,004,000 39,004,000

東京証券取引所　

ＪＡＳＤＡＱ

 (スタンダード）

単元株式数

100株　

計 39,004,000 39,004,000 ― ―

　　　　

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。　

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金増
減額(千円)

資本準備金残
高(千円)

平成25年７月１日

（注）　
38,808,980 39,004,000 ― 500,000     ― 49,324

 （注）平成25年７月１日付で普通株式１株を200株とする株式分割によるものであります。   
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（６）【大株主の状況】

 平成25年９月30日現在

氏名又は名称等 住所 所有株式数(株)

発行済株式総数に対

する所有株式数の割

合(％)

 若山　陽一  東京都渋谷区 8,019,000 　    20.55 

 資産管理サービス信託銀行株式会社

（信託Ｅ口）

　

 東京都中央区晴海１－８－12 3,900,000  9.99 

 日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口）
 東京都中央区晴海１－８－11 2,791,100 　  7.15 

 みずほ信託銀行株式会社（信託口）
 東京都中央区八重洲１－２－

１
 2,700,000 6.92 　

　有限会社コペルニクス　  東京都渋谷区鶯谷町13－１       1,817,200  4.65 

 日本マスタートラスト信託銀行株式

会社

（信託口）

 東京都港区浜松町２－11－３  1,590,600 　  4.07 

 ノムラピービーノミニーズ　テイー

ケーワンリミテツド（常任代理人　

野村證券株式会社）

 （東京都中央区日本橋１－９

－１）
1,533,000 　  3.93 

ドイチェ　バンク　アーゲー　ロン

ドン　ピービー　ノントリティー　

クライアンツ　613（常任代理人　ド

イツ証券株式会社）

（東京都千代田区永田町２－11

－１）
 1,468,000 

 3.76 

　　　　　　　　　

 ＵＴホールディングス社員持株

会　　

 東京都品川区東五反田１－11

－15
 700,500  1.79 

 野村信託銀行株式会社(投信口）
 東京都千代田区大手町２－２

－２
 614,500 　　　　　　　　　        1.57 　

計 ―       25,133,900 　  64.43 
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成25年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― 　― ―

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　　100 ― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式　39,003,200 390,032 ―

単元未満株式
普通株式　　　　

700　　　　
― ―

発行済株式総数 39,004,000 ― ―

総株主の議決権 ― 390,032 ―

　（注）１．「完全議決権株式（その他）」欄の株式数には、証券保管振替機構名義の株式が200株含まれております。

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数２個が含まれております。

　　　　２．平成25年７月１日付で普通株式１株を200株とする株式分割を行っております。

　

　　　②【自己株式等】

平成25年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）　

他人名義所有
株式数（株）　

所有株式数の
合計（株）　

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
(％)　

ＵＴホールディングス

株式会社　

東京都品川区東五反田

１-11－15
100 ― 100 0.00

計 ― 100 ― 100 0.00

　

２【役員の状況】

 該当事項はありません。　
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成25年７月１日から平

成25年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、仰星監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成25年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,490,682 3,202,700

受取手形及び売掛金 2,940,858 3,391,962

仕掛品 － 5,715

原材料及び貯蔵品 1,952 888

繰延税金資産 445,436 578,711

その他 478,232 452,721

貸倒引当金 △2,626 △96,588

流動資産合計 6,354,535 7,536,110

固定資産

有形固定資産 28,141 61,183

無形固定資産

のれん － 46,545

ソフトウエア 106,793 124,236

その他 35,930 34,044

無形固定資産合計 142,724 204,826

投資その他の資産

投資有価証券 333,200 156,080

長期前払費用 1,456,013 1,454,270

繰延税金資産 1,038,704 1,003,492

その他 137,605 170,679

投資その他の資産合計 2,965,523 2,784,524

固定資産合計 3,136,388 3,050,533

繰延資産 14,296 24,307

資産合計 9,505,220 10,610,952
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成25年９月30日)

負債の部

流動負債

短期借入金 672,876 1,159,332

1年内返済予定の長期借入金 616,032 756,076

未払費用 1,702,483 1,615,536

未払法人税等 92,526 95,357

未払消費税等 405,054 221,825

賞与引当金 161,407 306,789

その他 917,155 1,242,804

流動負債合計 4,567,534 5,397,722

固定負債

社債 800,000 1,090,000

長期借入金 1,390,808 1,662,584

引当金 11,848 12,056

その他 24,528 19,688

固定負債合計 2,227,184 2,784,328

負債合計 6,794,719 8,182,051

純資産の部

株主資本

資本金 500,000 500,000

資本剰余金 49,324 49,324

利益剰余金 2,162,240 1,842,382

自己株式 － △39

株主資本合計 2,711,565 2,391,668

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △1,064 △896

その他の包括利益累計額合計 △1,064 △896

少数株主持分 － 38,129

純資産合計 2,710,501 2,428,901

負債純資産合計 9,505,220 10,610,952
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

売上高 14,224,958 14,553,836

売上原価 11,985,220 12,139,668

売上総利益 2,239,737 2,414,167

販売費及び一般管理費
※ 1,716,560 ※ 1,807,524

営業利益 523,177 606,642

営業外収益

受取利息 206 2,442

受取配当金 4 4

雇用調整助成金 6,335 450

未払配当金除斥益 － 1,382

保険配当金 2,581 4,748

その他 2,256 2,489

営業外収益合計 11,384 11,516

営業外費用

支払利息 23,356 21,976

支払手数料 29,014 23,751

為替差損 427 81

その他 20,508 4,856

営業外費用合計 73,307 50,665

経常利益 461,254 567,493

特別損失

固定資産除却損 － 455

訴訟関連損失 11,319 8,245

子会社清算損 － 129,213

特別退職金等 － 52,878

特別損失合計 11,319 190,792

税金等調整前四半期純利益 449,934 376,701

法人税、住民税及び事業税 55,320 97,777

法人税等調整額 90,373 46,331

法人税等合計 145,694 144,108

少数株主損益調整前四半期純利益 304,240 232,592

少数株主利益 － 8,028

四半期純利益 304,240 224,564
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 304,240 232,592

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △585 167

その他の包括利益合計 △585 167

四半期包括利益 303,654 232,759

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 303,654 224,731

少数株主に係る四半期包括利益 － 8,028
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 449,934 376,701

減価償却費 23,912 27,459

のれん償却額 － 1,193

支払手数料 29,014 23,751

社債発行費償却 131 1,698

貸倒引当金の増減額（△は減少） 494 91,621

賞与引当金の増減額（△は減少） 5,665 6,172

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △56,000 －

受取利息及び受取配当金 △211 △2,446

支払利息 23,356 21,976

匿名組合投資損益（△は益） △148 389

関係会社株式評価損 － 39,999

為替差損益（△は益） 427 81

固定資産除却損 － 455

売上債権の増減額（△は増加） △303,391 △37,472

前払費用の増減額（△は増加） 55,396 △9,253

たな卸資産の増減額（△は増加） 406 17,386

未払消費税等の増減額（△は減少） 28,966 △239,554

未収入金の増減額（△は増加） 13,813 86,670

未払金の増減額（△は減少） △4,518 50,766

未払費用の増減額（△は減少） 155,090 △201,565

預り金の増減額（△は減少） 65,838 △310,683

その他 5,785 70,838

小計 493,965 16,185

利息及び配当金の受取額 211 2,144

利息の支払額 △24,241 △23,388

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 5,252 △111,894

営業活動によるキャッシュ・フロー 475,187 △116,952
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △11,760 △30,039

無形固定資産の取得による支出 △39,295 △30,855

子会社株式の取得による支出 △90,000 △80,000

預け金の預入による支出 △137,875 △200

貸付けによる支出 － △180,000

貸付金の回収による収入 － 50,000

差入保証金の増減額（△は増加） △12,738 △5,140

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る収入

－ 225,967

その他 1,054 △3,743

投資活動によるキャッシュ・フロー △290,616 △54,011

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 362,022 486,456

長期借入れによる収入 300,000 728,000

長期借入金の返済による支出 △303,016 △316,180

社債の発行による収入 491,736 492,177

シンジケートローン手数料 △17,114 △17,757

社債の償還による支出 △10,000 △110,000

自己株式の取得による支出 △431,199 △39

配当金の支払額 △527,910 △503,273

その他 △8,372 △5,743

財務活動によるキャッシュ・フロー △143,853 753,639

現金及び現金同等物に係る換算差額 △427 △81

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 40,290 582,594

現金及び現金同等物の期首残高 2,243,718 2,490,682

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 129,423

現金及び現金同等物の四半期末残高
※ 2,284,009 ※ 3,202,700
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

　連結の範囲の重要な変更 

　　第１四半期連結会計期間より、ＵＴコンストラクション・ネットワーク株式会社、ＵＴキャリア株式会社、ＵＴ

　リヴァイブ株式会社は重要性が増したため、連結の範囲に含めております。 

   また、平成25年７月１日にパナソニック　バッテリーエンジニアリング株式会社の発行済株式の81％を取得し子

 会社化しました。なお、同社の社名を同日付けで「ＵＴパベック株式会社」に変更しました。

　

（四半期連結貸借対照表関係）

　１ 当社グループにおいては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行と当座貸越契約及び貸出コミットメ

　　　　　ント契約を締結しております。この契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。  

  
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成25年９月30日）

当座貸越極度額及び貸出

コミットメントの総額
3,070,000千円 3,550,000千円

借入実行残高 　 561,200千円 1,013,200千円

差引額 2,508,800千円 2,536,800千円

　

　　２ 財務制限条項

       連結子会社であるＵＴエイム株式会社は、株式会社みずほ銀行をアレンジャーとする協調融資によるシンジ

　　　ケートローン契約（長期返済期限５年のタームローン及びコミットメントラインの２つの契約形態から成り立

　　　っており、総融資額4,200,000千円のうちタームローンは2,200,000千円、コミットメントラインは2,000,000

　　　千円）を締結しております。この契約には、連結子会社であるＵＴエイム株式会社単体における貸借対照表上

　　　の純資産の部や損益計算書における経常利益等により算出される一定の指標等を基準とする財務制限条項が付

　　　加されております。　

　　　　なお、当第２四半期連結会計期間末、財務制限条項の対象となる借入金残高は1,820,000千円（シンジケー

　　　トローン契約のうちタームローンによる長期借入金（１年内返済予定の長期借入金含む））となっておりま

　　　す。

 　

（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成24年４月１日
至 平成24年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日）

給与及び賞与 534,527千円 531,564千円

賞与引当金繰入額 143,068 144,914

貸倒引当金繰入額 494 2,409
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次の通

りであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成24年４月１日
至 平成24年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日）

現金及び預金勘定 2,284,009千円 3,202,700千円

現金及び現金同等物 2,284,009 3,202,700

　

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日）

１．配当に関する事項

 配当金支払額　

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年５月30日

取締役会
普通株式 531,362 2,500 平成24年３月31日 平成24年６月25日 利益剰余金

２．株主資本の金額の著しい変動

　　　当社は下記日程で、資本効率の向上及び株式需給の改善を通じて株主の皆様への利益還元を図るととも

に、効率的な資本政策の遂行を可能とするために平成24年８月13日開催の取締役会決議に基づく自己株式

の取得及び平成24年９月21日開催の取締役会決議に基づく自己株式の消却を行いました。

　（１）自己株式の取得

　　　・取得期間　　平成24年８月20日～平成24年９月21日

　　・取得株式数　　　　　普通株式9,229株

　　・取得総額　　　　　　431,199千円　　　　　

　　・取得の方法　　　　　大阪証券取引所のJ-NET市場における自己株式取得取引による買付け及び

　　　　　　　　　　　　　大阪証券取引所JASDAQ市場における信託方式による市場買付け　

（２）自己株式の消却

　　　・消却株式数　　　　　普通株式11,140株

　　　・消却日　　　　　　　平成24年９月28日　

　　　この結果、当第２四半期連結累計期間において、資本剰余金694,342千円、利益剰余金184,590千円及び

　　自己株式447,734千円がそれぞれ減少しております。　

　

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日）

１．配当に関する事項

 配当金支払額　

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年５月28日

取締役会
普通株式 507,052 2,600 平成25年３月31日 平成25年６月24日 利益剰余金

２．株主資本の金額の著しい変動

　　　該当事項はありません。

　

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社グループは、アウトソーシング事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。　　
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（金融商品関係）

　　借入金は、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、四半期連結貸借対照表計上額に前

　連結会計年度の末日と比較して著しい変動が認められますが、当第２四半期連結貸借対照表計上額と時価との差

　額及び前連結会計年度に係る連結貸借対照表計上額と時価との差額に重要性が乏しいため、記載を省略しており

　ます。　　

　

（デリバティブ取引関係）

　　　　　デリバティブ取引は、企業集団の事業の運営において重要性が乏しいため、記載を省略しております。　

　

（企業結合等関係）

　　　　取得による企業結合

　　　　１．企業結合の概要

　　　　（1）被取得企業の名称及び事業の内容

　　　　　　　 被取得企業の名称　　パナソニック　バッテリーエンジニアリング株式会社

　　　　　　　 事業の内容　　　　　電池材料分析・評価・解析事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　 電池製品加工・組立て・包装業務・製造・請負事業

　　　　　　　　　　　　　　　　 　派遣事業

　　　　（2）企業結合を行った主な理由

　　　　　　　 当社グループが持つ製造請負・派遣に関する採用力、生産変動対応力を併せ持つことで、今後幅広くパ

　　　　　　 ナソニックグループの電池製造の高度なアウトソーシングニーズに対応し、大きな成長が見込めるスマー

　　　　　　 トグリッド・電気自動車・家庭での蓄電等の電池分野の製造工程において幅広く業務拡大を目指します。

　     中長期的には、パナソニック　バッテリーエンジニアリング株式会社と当社の事業ノウハウを統合深化

     させ①知識力、②保全力、③採用力、④生産変動対応力の四つの力を併せ持つ電池製造に特化した製造請

     負会社へと発展させ、当社グループが目指す「質・量ともに日本一の請負会社」の実現を推進してまいり

     ます。

　（3）企業結合日

　　　　 平成25年７月１日

　（4）企業結合の法的形式

　　　　 現金を対価とする株式取得

　（5）結合後企業の名称

　　　　 ＵＴパベック株式会社

　（6）取得した議決権比率

　　　　 81％

  （7）取得企業を決定するに至った主な根拠

　　　　 当社が現金を対価とした株式取得により、パナソニック　バッテリーエンジニアリング株式会社の議決

　　　 権を81％保有することとなったためであります。

　

　　　２．四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

　　　　　　平成25年７月１日から平成25年９月30日まで

　

　　　３．被取得企業の取得原価及びその内訳

取得の対価　 128　百万円

取得に直接要した費用 47　

取得原価　 176　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　

　　　４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

　　　 　（1）発生したのれんの金額　

　　　　　　　　47百万円

　　　　 （2）発生原因　

　　　　　　　　取得原価が取得した資産及び引き受けた負債に配分された純額を上回ったため、その超過額をのれんと

　　　　　　　して計上しております。

　　　　 （3）償却方法及び償却期間　

　　　　　　　　10年間にわたる均等償却
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第２四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 7円21銭 5円76銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 304,240 224,564

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 304,240 224,564

普通株式の期中平均株式数（株） 42,223,770 39,003,969

（注）１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（注）２　当社は、平成25年７月１日付で普通株式１株につき普通株式200株の割合で株式分割を行っております。

　　　　　前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益金額を算定しておりま

　　　　　す。　

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

　

２【その他】

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

ＵＴホールディングス株式会社(E05698)

四半期報告書

19/21



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  
 

平成25年11月11日

ＵＴホールディングス株式会社

取締役会　御中

 

仰　星　監　査　法　人

 

 
代 表 社 員
業務執行社員

 公認会計士 中川　隆之　　印

 

 業務執行社員  公認会計士 原　　伸夫　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＵＴホールディ

ングス株式会社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成25年７月

１日から平成25年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年９月30日まで）に係る四

半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結

キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＵＴホールディングス株式会社及び連結子会社の平成25年９月30日現

在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　　　　　　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　(注)　１．上記、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

　　　　２.　四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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